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産業再生機構の実績と事業再生の課題 
 

経済産業委員会調査室 亀澤 宏徳 
 
はじめに 
 2008 年 12 月に、マンション分譲会社の中堅であるダイア建設(株)が、東京地

方裁判所に民事再生手続開始の申立てを行い受理された。同社は、バブル崩壊

による不動産価格の低迷などにより、多額の不良資産を抱えるとともに大幅な

債務超過に陥り、2003 年８月に株式会社産業再生機構（以下「産業再生機構」

という。）の支援決定を受けて、経営再建を進め、2005 年８月に支援を終了して

いた。しかしながら、近年の資材価格の高騰や建築基準法改正による工事遅延

などからマンション分譲事業が低迷し、資金繰りに窮する結果となり、負債総

額約 300 億円を抱え倒産したものである。 

ダイア建設(株)については、産業再生機構が支援を行った第１号案件であっ

たことから、その倒産が注目を集めたところである。そこで、産業再生機構が

2007 年３月に解散して約２年が経過するのを機に、これまでの産業再生機構の

実績を振り返りつつ、支援対象企業の再生状況について整理してみることにす

る。 

 

１．産業再生機構の概要 
2001 年から 2002 年にかけての景気低迷を背景に、我が国の産業と金融の一体

再生を期待された産業再生機構は、株式会社産業再生機構法に基づき、2003 年

４月に創設された1。 

産業再生機構の主な業務は、メインバンクと非メインの金融機関との間を中

立的な立場から調整し、産業再生機構の中に設けられた産業再生委員会が事業

支援等の意思決定を行った上で、①支援対象企業に対して金融機関等が有する

債権の買取り、②対象企業に対する資金の貸付け、出資などを行うものであっ

た（図表１）。このため、民間から集められた金融、経営、会計、法務等の専門

家 100 名以上が、業務に従事していたとされる。 

産業再生機構は、存続期間を１年前倒しする形で 2007 年３月に解散したが、

                                                  
1 産業再生機構は、同法第１条により、我が国の産業の再生と金融機関等の不良債権の処理の促

進による信用秩序の維持を図るため、有用な経営資源を有しながら過大な債務を負っている事業

者に対し、金融機関等が有する債権の買取り等を通じてその事業の再生を支援することを目的と

する。 
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この４年間で、41 件の支援案件について事業再生の実施及び債権の処分などの

活動を行った。産業再生機構の解散に伴う収支は黒字を計上し、同年６月の清

算時に 433 億円を国庫に納付するに至った。 

 2003 年の産業再生機構法案に関する国会審議の際には、産業再生機構の債権

買取りに必要な資金の借入れのための政府保証枠として 10 兆円が用意されたこ

とから、産業再生機構は不振企業を安易に救済するのではないか、不良債権の

高値買いにより金融機関の救済を図るのではないかといった懸念が多く示され

ていたが、解散時に渡辺国務大臣（当時）は、①産業再生機構の最終的な収支

が黒字となり、国民負担の発生を回避できたこと、②短期間で中小企業から大

企業まで幅広く事業再生を実現したこと、③金融機関の不良債権処理と事業再

生市場の発展に貢献したことを理由に、「産業再生機構の活動は大成功であった。」

と述べた2。 

 
図表１ 産業再生機構の業務フロー 

 
事業者・メインバンク等が機構へ支援を申請 

↓ 

事業再生支援を決定 

↓ 

非メインの金融機関に対する機構への債権買取りの申込み、 

又は、事業再生計画に対する同意を要請 

↓ 

債権買取り等の決定 

（申込期限は 2005 年 3 月 31 日） 

↓ 

事業再生計画の実行（3年以内を目標） 

①金融機関等、機構による債権放棄、債務の株式化等 

②事業者のリストラ等の実施 

↓ 

債権の譲渡、売却等の処分の決定 

↓ 

①金融機関等、企業再生ファンドへの売却、 

又は、②ＲＣＣ等への売却・法的整理 

 
（出所）内閣府資料より作成 

 
２．産業再生機構の支援実績 
 産業再生機構の活動を、産業再生機構公表資料から見てみると、2003 年８月

                                                  
2 第 166 回国会衆議院本会議録第 14号 11～12 頁（平 19.3.16） 
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に第１号案件となるダイア建設(株)等３件の支援を決定して以来、支援件数は

41 件、198 社に達した（図表２）。 

 支援決定された事業者は、資本金１千万円の中小企業から１千億円を超える

大企業まで幅広く、産業再生機構は企業規模の大小を問わず支援を行った。過

剰債務に陥っている企業とその債権者である金融機関等が産業再生機構に再生

支援を求めてきたもので、産業再生機構は支援基準に従って当該企業の事業再

生の可能性が高いと判断した場合に、支援決定を行ってきた。 
産業再生機構の業務開始当初は、案件が少ない上に地方の中堅企業が多かっ

た。これは、産業再生機構には金融機関に対して大幅な債権放棄を求め、対象

企業に経営者の責任を厳しく問うイメージがあったことから、金融機関が、産

業再生機構の活用に消極的であったことが原因とされる。 

その後、産業再生機構が2004年３月にカネボウ(株)の支援を決定した頃から、

産業再生機構が銀行間の複雑な権利調整を行うことや金融機関の抱える支援対

象企業の不良債権が正常債権となること3など産業再生機構を利用するメリット

が次第に注目されるようになり、徐々に支援件数も増えていった。 

 支援案件を業種別に見ると、卸売・小売業の事業者が 12 件で最も多く、次い

で宿泊業が 10 件、製造業８件とこの３業種で全体の約７割を占めているが、そ

の他運輸業、建設業、不動産業等の事業者についても支援が行われた。 

また、地域別の支援案件（本社所在地）では、関東甲信越が 23 件（うち栃木

県 11 件4、東京都９件）で全体の約６割と最も多く、次いで、東海が５件、近畿

が４件、北海道、九州が各３件、東北が２件、中国が１件であった。 

 規模別では、中小企業が 21 件と全体の半数を占める一方で、資本金 100 億円

超の比較的規模の大きな大企業は７件と２割程度にとどまった。なお、2008 年

12 月末時点での上場企業は６社である5。 

 支援対象企業と連名で再生支援の申込みをした金融機関等については、都市

銀行関連が 19 件、地方銀行及び第二地方銀行等の地域銀行関連が 22 件となっ

ており、地域銀行関連の案件が都市銀行関連の案件をやや上回った。 

 
 
 
                                                  
3 金融庁の事務ガイドライン改正（2003.5.16）により、産業再生機構が買取決定し事業再生計

画に基づく金融支援が開始された場合に、対象債務者は原則として要管理先ではなくなるとした。 
4 温泉旅館・ホテルが９件を占める。 
5 三井鉱山(東証１部)、大京(東証１部)、ダイエー(東証１部)、ミサワホーム(東証１部)、ミヤ

ノ(東証２部)、ダイア建設(東証２部・廃止予定) 
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図表２ 産業再生機構による支援案件一覧 

 

支援 

決定日 
対象事業者 業種 

本社 

所在地
申込債権者 スポンサー 

2003年 九州産業交通㈱等12社 運輸業 熊本県 みずほ銀行 ㈱エイチ･アイ･エス等 

8月28日 ダイア建設㈱ 不動産業 東京都 りそな銀行 ㈱レオパレス21 

 ㈱うすい百貨店等2社 小売業 福島県 秋田銀行 ㈱三越 

9月26日 ㈱マツヤデンキ 小売業 大阪府 りそな銀行 ㈱ニューＭＤパートナーズ 

 ㈱明成商会等2社 卸売業 大阪府 三井住友銀行 東京コンピュータサービス㈱

10月24日 ㈱津松菱 小売業 三重県 百五銀行 ｼ゙ ｬﾊ゚ ﾝ･ﾘｶﾊ゙ ﾘー ･ﾌｧﾝﾄ゙  

10月31日 三井鉱山㈱等4社 鉱業 東京都 三井住友銀行 新日本製鉄㈱、住友商事㈱等

 八神商事㈱ 卸売業 愛知県 十六銀行 ピップフジモト㈱ 

12月19日 富士油業㈱ 卸売業 北海道 富士興産㈱ 富士興産㈱ 

2004年 ㈱金門製作所等18社 製造業 東京都 りそな銀行 ㈱山武 

1月28日 ㈱大阪マルビル等2社 不動産業 大阪府 三井住友銀行 大和ハウス工業㈱ 

3月10日 カネボウ㈱等36社 製造業 東京都 三井住友銀行 花王㈱、ﾄﾘﾆﾃｨ･ｲﾝﾍ゙ ｽﾄﾒﾝﾄ㈱

4月27日 ㈱フレック 小売業 千葉県 千葉銀行 ｼー ﾄｩー ﾈｯﾄﾜー ｸ㈱ 

5月17日 ㈱大川荘 宿泊業 福島県 東邦銀行 ㈱八幡屋 

5月20日 タイホー工業㈱ 製造業 東京都 ＵＦＪ銀行 ㈱イチネン 

6月  4日 ㈱ミヤノ 製造業 長野県 三井住友銀行 東京証券取引所第２部上場 

 ㈱ホテル四季彩 宿泊業 栃木県 足利銀行 ㈲とちぎﾌﾚﾝﾄ゙ ﾘー ｷｬﾋ゚ ﾀﾙ 

6月25日 スカイネットアジア航空㈱ 運輸業 宮崎県 宮崎銀行等 全日本空輸㈱等 

7月13日 ㈱アメックス協販等13社 製造業 島根県 山陰合同銀行 山陰再生ファンド 

7月21日 栃木皮革㈱ 製造業 栃木県 足利銀行 ㈱山陽、㈱ｼ゙ ｪｲ･ｵー ･ﾋ゚  ー

8月  6日 ㈱オーシーシー 製造業 神奈川県 みずほﾌ゚ ﾛｼ゙ ｪｸﾄ ㈱ﾛﾝｸ゙ ﾘー ﾁｸ゙ ﾙー ﾌ゚  

8月30日 ㈱フェニックス 製造業 東京都 三井住友銀行 オリックス㈱ 

8月31日 服部玩具㈱ 卸売業 愛知県 ＵＦＪ銀行等 ㈱タカラ 

9月28日 粧連㈱ 卸売業 北海道 北海道銀行 ㈱パルタック 

 ㈱大京等6社 不動産業 東京都 ＵＦＪ銀行 オリックス㈱ 

11月26日 関東自動車㈱等4社 運輸業 栃木県 足利銀行 ㈲ｼ゙ ｪｲ･ﾋ゚ ･ーｼ゙ ｪｲ 

11月30日 ㈱三景等16社 卸売業 東京都 東京三菱銀行等 ㈱ＭＫＳアパレル 

12月  8日 ㈲田中屋 宿泊業 栃木県 足利銀行 ㈲とちぎﾌﾚﾝﾄ゙ ﾘー ｷｬﾋ゚ ﾀﾙ 

 ㈱金精 宿泊業 栃木県 足利銀行 個人 

 ㈱あさやホテル 宿泊業 栃木県 足利銀行 ㈲とちぎﾌﾚﾝﾄ゙ ﾘー ｷｬﾋ゚ ﾀﾙ 

12月24日 玉野総合コンサルタント㈱等2社 建設業 愛知県 ＵＦＪ銀行 日本工営㈱ 

12月28日 ㈱ダイエー等12社 小売業 兵庫県 ＵＦＪ銀行等 丸紅㈱、ｱﾄ゙ ﾊ゙ ﾝﾃｯｼ゙ ﾊ゚ ﾄーﾅー ｽ゙

 ミサワホームﾎー ﾙﾃ゙ ｨﾝｸ゙ ｽ㈱等31社 建設業 東京都 ＵＦＪ銀行 トヨタ自動車㈱等 

2005年 宮崎交通㈱等11社 運輸業 宮崎県 宮崎銀行等 全日本空輸㈱、雲海酒造㈱等

1月18日 ㈱アビバジャパン 教育 愛知県 りそな銀行 ㈱ベネッセｺー ﾎ゚ ﾚー ｼｮﾝ 

 ㈱オグラ等2社 卸売業 北海道 北洋銀行 ㈱菱食 

 ㈲鬼怒川温泉山水閣 宿泊業 栃木県 足利銀行 ㈲とちぎﾌﾚﾝﾄ゙ ﾘー ｷｬﾋ゚ ﾀﾙ 

 鬼怒川グランドホテル㈱ 宿泊業 栃木県 足利銀行 ㈱ﾌﾚﾝﾄ゙ ｼｯﾌ゚ ｶﾝﾊ゚ ﾆー  

2月  3日 ㈲釜屋旅館 宿泊業 栃木県 足利銀行 ㈲とちぎﾌﾚﾝﾄ゙ ﾘー ｷｬﾋ゚ ﾀﾙ 

 金谷ホテル観光㈱ 宿泊業 栃木県 足利銀行 ㈲とちぎﾌﾚﾝﾄ゙ ﾘー ｷｬﾋ゚ ﾀﾙ 

 ㈱奥日光小西ホテル 宿泊業 栃木県 足利銀行 ｼ゙ ･ーｱー ﾙ･ﾋ゙ ･ーｲﾝﾍ゙ ｽﾄﾒﾝﾄ･ｲﾝｸ

 (注) 支援対象事業者、申込債権者、スポンサーは、当時の名称である。 

（出所）産業再生機構資料より作成 

 



 23 経済のプリズム No64 2009.2 

 また、産業再生機構に対する債権買取りの申込みがなかった(株)アビバジャ

パンを除く 40 案件については、関係金融機関等の保有していた支援対象事業者

の債権を産業再生機構が 5,305 億円で買い取り、それ以外の事業者に対する出

資、資金の貸付額は 2005 年度までに 4,458 億円となった6。 

さらに、産業再生機構は、各々の事業再生計画に基づき、関係金融機関に対

して債権放棄や債務の株式化（ＤＥＳ）7といった事業者への金融支援を要請し

ており、2005 年度までに１兆 3,540 億円の金融支援が実施された8。 

 
３．事業者の事業再生状況 

産業再生機構法には、産業再生機構対象案件に関する事業再生計画の実施状

況の検証を産業再生機構に義務付ける規定が無く、関係省庁及び産業再生機構

は計画と実績のかい離を監視していない9。そこで、支援対象事業者の決算から

近年の売上、損益の状況を見てみると、次のとおりである。 

 

3-1． 事業者の売上及び損益の状況 

まず、支援対象案件のうち、事業再生期間中の売上データが公表されている

30 社（図表３(3)のデータ一覧参照）について見てみると、売上増加率（2003

年～2007 年の４年間）は平均10で 20.7％とプラスであったが、企業数では、売

上の増加している企業 15 社に対して、残りの 15 社は事業再生計画を遂行して

も売上が減少したままとなっている。 

規模別に見ると、資本金３億円超の大企業 18 社のうち、売上の増加した企業

８社に対して減少した企業10社となっており、減少した企業の方が多い。他方、

資本金３億円以下の中小企業 12 社については、売上の増加した企業７社に対し

て減少した企業５社で、増加した企業の方が多くなっている（図表３(1)）。 

しかし、事業再生期間中に売上が大幅に増加した企業のほとんどは大企業で

（売上が 100％以上増加した企業５社のうち４社が大企業）、このうち３社は関

連会社との合併等を経たものであり、合併相手企業の業績を反映していると考

えられる。 

                                                  
6 会計検査院「2005 年度決算検査報告」（2006.11）によれば、対象事業者に対する債権（元本

額 7,982 億円）について、2,524 億円の債権放棄を経た上で、残余の元本額 5,458 億円を 167 の

関係金融機関等から 5,305 億円で買い取った。 
7 Debt Equity Swap の略。企業の債務を株式と交換すること。 
8 産業再生機構による支援対象事業者の支援決定前の借入金残高は約４兆円であった。 
9 第164回国会「参議院議員櫻井充君提出カネボウ株式会社等の事業再生に関する質問に対する

答弁書」（2006.6.22） 
10 売上高等が大きい企業の影響を除くため、以下すべて加重平均ではなく単純平均による。 
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また、業種別に売上増加率を見ると、その平均が高いのは卸売小売業（44.5％）、

運輸業（31.3％）、製造業（25.1％）、不動産業（22.6％）であるのに対して、

建設業（△13.9％）や宿泊業（0.8％）は低くなっている。地域別の売上増加率

では、その平均が高いのが近畿（58.3％）、九州（46.9％）、東海（43.3％）、北

海道東北（27.8％）であるのに対して、関東甲信越は 4.5％と低い。関東甲信越

の売上増加率が低いのは、売上増加率の低い宿泊業が多い（18 社中８社を占め

る）ためとみられる。 

次に、これら 30 社のうち当期純利益データが公表されている企業11について

見てみると、2003 年に当期純利益を計上した黒字企業は 11 社で、そのうち大企

業が７社、中小企業が４社であった。他方、同年に損失を計上した企業は 17 社

（大企業９社、中小企業８社）で赤字企業の方が多かった（図表３(2)）。 

しかし、その後の損益の推移を見ると、赤字企業が減少傾向にある一方で、

黒字企業は増加してきている。2007 年には、黒字企業 23 社（大企業 13 社、中

小企業 10 社）に対して、赤字企業３社（すべて大企業）となり、多くの企業で

収益が改善していったことがわかる。 

最近の決算では、2006 年及び 2007 年と２年連続で当期純利益を計上したのが

17 社（大企業９社、中小企業８社）となっており、このうち前年より黒字額が

増加した企業が９社（大企業７社、中小企業２社）であった。その一方で、２

年連続で損失を計上した大企業が１社あった。 

 

図表３ 支援案件における売上増加率、損益の状況 
 

（１）売上増加率           （２）損益 

  
（注）売上増加率＝（2007 年売上÷2003 年売上－1）×100 

（出所）東京商工リサーチ企業情報より作成 

                                                  
11 決算年によっては、実績値が公表されていない企業がある。 
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（３）分析の対象としたデータ一覧 

（注）資本金は、支援決定当時の金額に基づき分類している。 

（出所）東京商工リサーチ企業情報より作成 

 

また、売上と損益との関係を見ると、４年間で売上の増加した 15 社のうち、

最近２年連続で黒字となったのは９社（大企業４社、中小企業５社）で、これ

らの企業は業績が回復軌道に乗ってきているといえる。他方、２年連続赤字で

あった企業については、売上も低迷しており、経営再建を進めているものの業

績の回復がみられていない。 

次に、産業再生機構の支援対象事業者のうち、上場企業を中心に支援決定後

の経営状況を各社の決算等公表資料から個別に見ると以下のとおりである。 

 

3-2． 再生計画の目標が達成されている案件 

① 株式会社ミヤノ 

各種工作機械・機械器具の製造・販売等を行う(株)ミヤノは、2004 年６月に

産業再生機構の支援決定を受け、事業再生計画を進めた。その後、2006 年９月

に(株)ミヤノが東京証券取引所第２部へ上場した後、産業再生機構は、保有し

ていた同社の株式を売却した。なお、(株)ミヤノは、時計等の製造・販売で大

資本金 業　種 地　域
2003年売上
（百万円）

2007年売上
（百万円）

売上増加
率（％）

2003年当期
純利益（百

万円）

2006年当期
純利益（百

万円）

2007年当期
純利益（百

万円）

1 ３億円以下 宿泊業 関東甲信越 494 450 △ 8.9 △ 55 - -
2 ３億円以下 宿泊業 関東甲信越 245 270 10.2 △ 56 10 7
3 ３億円以下 宿泊業 関東甲信越 358 386 7.8 △ 2 12 10
4 ３億円以下 宿泊業 関東甲信越 427 388 △ 9.1 △ 29 △ 48 4
5 ３億円以下 宿泊業 関東甲信越 1,265 1,350 6.7 3 35 18
6 ３億円以下 卸売小売業 東海 21,375 54,276 153.9 △ 86 747 500
7 ３億円以下 宿泊業 北海道東北 1,718 1,815 5.6 △ 643 △ 38 -
8 ３億円以下 宿泊業 関東甲信越 380 450 18.4 3 1 20
9 ３億円以下 卸売小売業 近畿 50,869 38,300 △ 24.7 245 181 139
10 ３億円以下 宿泊業 関東甲信越 4,520 4,122 △ 8.8 180 95 271
11 ３億円以下 卸売小売業 東海 8,629 9,103 5.5 △ 1,325 △ 70 59
12 ３億円以下 運輸業 関東甲信越 5,822 5,820 △ 0.0 △ 298 353 186
13 ３～10億円 卸売小売業 北海道東北 60,080 109,193 81.7 △ 3,432 420 560
14 ３～10億円 宿泊業 関東甲信越 2,983 2,541 △ 14.8 1 △ 156 224
15 ３～10億円 建設業 東海 16,317 11,522 △ 29.4 12 420 1,025
16 ３～10億円 製造業 関東甲信越 15,970 10,600 △ 33.6 △ 1,206 △ 419 -
17 ３～10億円 製造業 関東甲信越 8,153 17,464 114.2 △ 9,196 △ 613 3,232
18 ３～10億円 卸売小売業 北海道東北 16,866 16,210 △ 3.9 - 235 △ 44
19 ３～10億円 不動産業 近畿 1,464 3,677 151.2 - 175 203
20 ３～10億円 製造業 関東甲信越 13,630 22,642 66.1 △ 78 1,822 2,244
21 ３～10億円 運輸業 九州 11,015 7,895 △ 28.3 77 △ 184 △ 298
22 10～100億円 製造業 関東甲信越 37,195 29,936 △ 19.5 △ 12,130 363 △ 1,481
23 10～100億円 運輸業 九州 10,055 22,342 122.2 △ 989 △ 559 113
24 10～100億円 製造業 関東甲信越 12,281 12,099 △ 1.5 △ 3,600 725 913
25 10～100億円 卸売小売業 関東甲信越 55,752 76,061 36.4 369 △ 1,209 944
26 100億円超 卸売小売業 近畿 22,952 57,000 148.3 △ 445 △ 1,441 -
27 100億円超 不動産業 関東甲信越 101,780 40,976 △ 59.7 33,634 421 550
28 100億円超 不動産業 関東甲信越 319,831 244,022 △ 23.7 6,036 31,503 17,392
29 100億円超 建設業 関東甲信越 403,127 409,245 1.5 △ 129,133 191 389
30 100億円超 卸売小売業 近畿 1,430,256 836,008 △ 41.5 14,580 39,135 33,136
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手のシチズングループと資本・業務提携を行っていたが、2008 年 10 月、シチズ

ンホールディングス(株)の子会社となった。 

(株)ミヤノの経営状況の推移は図表４のとおりで、産業再生機構の支援決定

後に業績は順調に伸長し、事業再生計画の目標である 2007 年 12 月期の売上高

現状維持、営業利益９億円についてはいずれも達成されている。 

 

図表４ (株)ミヤノの経営状況 
（単位：百万円） 

 2003年12月期 2004年12月期 2005年12月期 2006年12月期 2007年12月期

売上高 13,631 17,695 19,271 21,233 22,642

営業利益 584 1,583 2,278 3,046 3,288

経常利益 175 1297 2,243 3,090 3,255

当期純利益 △78 △277 1,565 1,822 2,244

（注）同社決算資料より作成 

 

② 三井鉱山株式会社 

石炭の輸入販売、コークスの製造販売を中心に手がける三井鉱山グループ（三

井鉱山(株)外関連３社）は、2003 年 10 月に産業再生機構の支援決定を受け、事

業再生計画を実行するとともに、2005 年 12 月に産業再生機構は、保有していた

三井鉱山(株)の株式をスポンサー３社に売却した12。 

三井鉱山(株)の経営状況の推移は図表５のとおりで、産業再生機構の支援決

定後に業績は回復基調で推移しており、事業再生計画の目標である 2007 年３月

期の売上高 1,288 億円、営業利益 43 億円については、いずれも達成されている
13。 

 

図表５ 三井鉱山(株)の経営状況 
（単位：百万円） 

 2005年3月期 2006年3月期 2007年3月期 2008年3月期 

売上高 143,133 130,014 141,405 135,013

営業利益 11,565 10,947 2,662 9,372

経常利益 10,746 8,609 1,301 7,630

当期純利益 8,513 1,101 6,474 7,954

（注）同社決算資料より作成 

 

 

                                                  
12 2003年12月に買い取った同社の株式を大和証券ＳＭＢＣプリンシパル・インベストメンツ(株)、 

新日本製鐵(株)及び住友商事(株)に売却した。 
13 三井鉱山(株)、三井鉱山コークス(株)及び三井鉱山物流(株)の３社は、2004 年３月に合併し

た。 
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③ 株式会社大京 

マンション分譲事業大手の大京グループ（(株)大京外関連５社）は、2004 年

９月に産業再生機構の支援決定を受け、事業再生計画を実行するとともに、リ

ース・金融事業のオリックス(株)をスポンサーとして資本提携を行い、2005 年

４月に産業再生機構は、保有していた(株)大京等に対する債権全額の弁済を受

けた。 

大京グループの経営状況（連結）の推移は図表６のとおりで、売上高は 2005

年３月期に大きく増加した後、伸び悩み、2007 年３月期以降は 4,000 億円を下

回っている。また、営業利益は、2006 年３月期以降 300 億円台で推移している。

事業再生計画の目標である 2008 年３月期の不動産販売事業の売上高約 2,000 億

円、営業利益約 160 億円については、いずれも達成されている。 

 

図表６ 大京グループの経営状況 
（単位：百万円） 

 2004年3月期 2005年3月期 2006年3月期 2007年3月期 2008年3月期 

売上高 340,584 450,651 434,302 376,666 394,102

営業利益 18,058 △20,480 30,237 34,994 31,117

経常利益 12,712 △26,032 26,131 32,823 27,700

当期純利益 6,639 △101,616 31,899 24,683 16,255

借入金 485,999 223,914 164,128 188,503 228,648

（注）同社決算資料より作成 

 

3-3． 再生計画の目標が達成されていない案件 

① 株式会社金門製作所 

ガス・水道メーター等の製造・販売で業界最大手の金門製作所グループ（(株)

金門製作所外関連 17 社14）は、2004 年１月に産業再生機構の支援決定を受け、

事業再生計画を実行するとともに、2005 年 12 月に産業再生機構は、保有してい

た(株)金門製作所の株式を各種制御・計測機器の製造・販売等を行う(株)山武

に譲渡した。また、2008 年４月、(株)金門製作所は、株式交換により(株)山武

の完全子会社となっている。 

(株)金門製作所の経営状況（連結）の推移は図表７のとおりで、産業再生機

構の支援決定を経て、2005 年３月期には当期純利益がプラスに転じたが、近年

の原油高騰等による原材料価格の上昇、価格競争に伴う製品価格の下落などの

影響を受け、事業再生計画の目標である 2007 年３月期の売上高 421 億円、営業

利益 30 億円についてはいずれも達成されていない。 

                                                  
14 (株)金門製作所のほか、その連結子会社及び関連会社を含む。 



経済のプリズム No64 2009.2 28 

 

図表７ 金門製作所グループの経営状況 
（単位：百万円） 

 2003年 3月期 2004年 3月期 2005年 3月期 2006年 3月期 2007年 3月期

売上高 51,576 47,661 38,265 33,318 32,233

営業利益 2,128 2,071 1,346 2,120 825

経常利益 618 701 606 1,579 556

当期純利益 △657 △11,186 6,247 1,054 367

借入金 33,869 27,208 18,529 17,000 15,300

（注）同社決算資料より作成 

 

② 株式会社ダイエー 

大手総合スーパーのダイエーグループ（(株)ダイエー外関連 11 社）は、2004

年 12 月に産業再生機構の支援決定を受け、事業再生計画を実行するとともに、

2006 年８月に産業再生機構は、保有していた(株)ダイエー等の株式をスポンサ

ーである総合商社の丸紅(株)に譲渡した。なお、(株)ダイエーは、2007 年３月、

イオン(株)及び丸紅(株)と資本・業務提携を行っている。 

(株)ダイエーの経営状況（連結）の推移は図表８のとおりで、近年、個人消

費の伸び悩みや競争の激化による既存店の売上減少などにより、売上高は下降

線をたどっている。事業再生計画の目標である2008年２月期の売上高１兆4,800

億円については 2006 年２月期まで、営業利益 400 億円については、2007 年２月

期まで目標を上回っていたが、その後はいずれも目標を下回っている。 

 

図表８ ダイエーグループの経営状況 
（単位：百万円） 

 2004年2月期 2005年2月期 2006年2月期 2007年2月期 2008年2月期 

売上高 1,993,619 1,833,818 1,675,127 1,283,888 1,196,011

営業利益 51,655 42,390 44,527 48,308 14,442

経常利益 31,500 7,301 24,268 37,288 8,629

当期純利益 18,148 △511,198 413,160 41,298 40,210

借入金 1,638,354 1,496,561 821,702 642,406 111,666

（注）同社決算資料より作成 

 

③ ミサワホーム株式会社 

大手住宅メーカーのミサワホームグループ（ミサワホームホールディングス(株)

外関連 30 社）は、2004 年 12 月に産業再生機構の支援決定を受け、スポンサー

３社15のサポートの下で、事業再生計画を進め、2006 年３月に産業再生機構は、

                                                  
15 トヨタ自動車(株)、ＮＰＦ－ＭＧ投資事業有限責任組合（野村プリンシパル・ファイナンス(株)）

及びあいおい損害保険 (株) 
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保有していたミサワホームグループに対する債権全額の弁済を受けた。 

ミサワホームグループの経営状況（連結）の推移は図表９のとおりで、近年、

住宅市場の低迷や資材高騰等による影響を受けたものの、売上高は 2007 年３月

期以降 4,000 億円台を維持しているが、営業利益は減少傾向にある。ピーク時

に約 3,000 億円あった借入金は 670 億円程度にまで減少したものの、事業再生

計画の目標である 2008 年３月期の売上高 4,149 億円、営業利益 253 億円につい

ては、いずれも達成されていない。 

 

図表９ ミサワホームグループの経営状況 
（単位：百万円） 

 2004年3月期 2005年3月期 2006年3月期 2007年3月期 2008年3月期 

売上高 403,127 389,595 383,941 414,566 409,245

営業利益 30,364 18,860 17,882 13,065 7,798

経常利益 20,368 11,463 14,564 12,069 6,430

当期純利益 △129,133 △203,251 124,024 191 389

借入金 296,322 262,650 58,729 64,265 66,815

（注）同社決算資料より作成 

 

3-4． 破産等に至った案件 

① 株式会社アメックス協販 

島根県で石州瓦製造販売業を営むアメックス協販グループ（(株)アメックス

協販外12社）は、2004年７月に産業再生機構の支援決定を受け、事業再生計画

を実行するとともに、2006年12月に産業再生機構は、保有していたアメックス

協販グループの株式を山陰中小企業再生支援投資事業有限責任組合（以下「山

陰再生ファンド」という。）16へ譲渡した。 

これにより、アメックス協販グループに対する産業再生機構の支援は終了し、

その後引き続き、スポンサーである山陰再生ファンド主導の下、中核的事業（石

州瓦の製造販売）の生産設備の集約、販売の強化が行われていた。 

しかしながら、(株)アメックス協販グループは、住宅着工件数の減少等によ

る業績悪化に歯止めがかからなかったため、産業再生機構解散後の 2007 年７月

に松江地方裁判所へ破産手続開始を申し立て、破産手続開始の決定を受けた。

産業再生機構の支援終了からわずか半年余りで、同社は自己破産となった。 

なお、アメックス協販グループは、産業再生機構の支援と併せて産業活力再

                                                  
16 山陰再生ファンドは、独立行政法人中小企業基盤整備機構と地域金融機関が出資する地域中

小企業再生ファンドの一つで、鳥取県及び島根県内の事業再生に取り組む中小企業を対象に、継

続的な投資や経営支援を行っている。 
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生特別措置法に基づく事業計画の認定を 2004 年 11 月に受けていたが17、事業計

画の終了予定である 2007 年 10 月を目前にした同年９月に、認定は取り消され

た。 

 

② ダイア建設株式会社 

マンション分譲事業の中堅会社であるダイア建設(株)は、2003 年８月に産業

再生機構の支援決定を受け、事業再生計画を実行するとともに、2005 年８月に

産業再生機構は、保有していたダイア建設(株)に対する債権をスポンサーであ

る賃貸マンション事業の(株)レオパレス２１に譲渡した。 

ダイア建設(株)の経営状況の推移は図表 10 のとおりで、産業再生機構の支援

決定後も業績は伸び悩んでいる。ピーク時に約 2,000 億円にまで膨れあがった

借入金は 265 億円まで減少したものの、事業再生計画の目標である 2007 年３月

期の売上高 614 億円、営業利益 63億円については、いずれも達成されていない。 

その後同社は、近年のマンション市況の低迷による収益悪化で再び債務超過

に陥り、2008 年 12 月に民事再生法の申立てを行うに至った。負債総額は、約

300 億円であった。 

 

図表 10 ダイア建設(株)の経営状況 
（単位：百万円） 

 2003年3月期 2004年3月期 2005年3月期 2006年3月期 2007年3月期 2008年3月期

売上高 76,694 101,779 69,950 51,221 50,915 40,976

営業利益 △665 268 4,892 2,010 1,444 △2,010

経常利益 △4,441 △3,455 4,361 1,320 521 △3,195

当期純利益 △95,783 33,633 4,032 1,635 421 550

借入金 193,950 39,689 35,761 24,742 24,454 26,469

（注）同社決算資料より作成 

 

４．産業活力再生特別措置法の活用状況 
 産業再生機構の創設に関連して、2003 年に産業活力再生特別措置法（以下「産

業活力再生法」という。）が改正されている18。同法により、企業の過剰供給構

造を解消するため、それまでの事業再構築の取組に加えて、新たに共同事業再

                                                  
17 産業再生機構の支援の下、関係金融機関からの債権放棄等とともに、産業活力再生特別措置

法に基づき、資産評価損の損金算入、登録免許税の軽減等の支援措置を受けていた。 
18 2002年12月に政府が取りまとめた「企業・産業再生に関する基本指針」において、過剰債務

問題に対応するため、産業再生機構の創設と産業活力再生法の改正を図ることが明記された。ま

た、産業再生機構法には、「再生支援に当たって、必要に応じ、対象事業者に対し、産業活力再

生法の計画認定の申請を促すこと等により、同法で講じられる施策と相まって、効果的に行うよ

う努めなければならない」と記されている（同法第57条）。 
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編、経営資源再活用等の取組に対して、税制措置、商法の特例措置等が講じら

れることとなった19。これは、当該企業が、生産性の向上や財務の健全性を示す

数値目標を盛り込んだ事業計画（３年間以内）を作成し、その計画が一定の基 

 

図表 11 産業活力再生法に基づく認定計画の実績 

 

対象事業者 計画実施期間 生産性向上の指標 数値目標 数値の達成状況

富士油業㈱ 
事業再構築計画 

2004年2月～2007年1月 

従業員１人当たり 

付加価値額 
19.3％向上 20.6％向上 

㈱オーシーシー 
事業再構築計画 

2004年9月～2007年8月 

従業員１人当たり 

付加価値額 
385.5％向上 584.5％向上 

三井鉱山㈱ 
事業再構築計画 

2003年10月～2006年10月
有形固定資産回転率 58.0％向上 6.3％向上 

㈱津松菱 
事業再構築計画 

2003年11月～2006年2月

従業員１人当たり 

付加価値額 
21.0％向上 17.0％向上 

㈱明成商会等2社 
事業再構築計画 

2003年12月～2006年3月

自己資本当期純利益

率（ＲＯＥ） 

18.5％ポイント 

向上 

13.2％ポイント

向上 

八神商事㈱ 
経営資源再活用計画 

2003年12月～2006年6月

総資産減価償却費前

営業利益率 

（修正ＲＯＡ） 

7.4％ポイント 

向上 

4.3％ポイント

向上 

カネボウ㈱等9社(含

ファッション事業） 

事業再構築計画 

2004年8月～2007年3月 
有形固定資産回転率 175.5％向上 142.2％向上 

栃木皮革㈱ 
経営資源再活用計画 

2004年9月～2007年6月 
有形固定資産回転率 217％向上 190％向上 

カネボウ㈱等6社 
事業再構築計画 

2006年4月～2008年3月 

従業員１人当たり 

付加価値額 
123.3％向上 113.7％向上 

㈱マツヤデンキ 
経営資源再活用計画 

2003年11月～2006年3月

総資産減価償却費前

営業利益率 

（修正ＲＯＡ） 

5.8％ポイント 

向上 

2.3％ポイント

低減 

㈱金門製作所 
事業再構築計画 

2004年4月～2007年3月 

従業員１人当たり 

付加価値額 
17.4％向上 3.8％低減 

カネボウブティック

㈱等2社 

経営資源再活用計画 

2004年5月～2006年12月

従業員１人当たり 

付加価値額 
6.1％向上 2.1％低減 

㈱ダイエー 
事業再構築計画 

2005年5月～2008年2月 

従業員１人当たり 

付加価値額 
9.0％向上 9.3％低減 

（注） 1. 有形固定資産回転率＝売上÷有形固定資産 

2. 総資産減価償却費前営業利益率＝（営業利益＋減価償却費）÷資産 

3. 自己資本当期純利益率＝純利益÷自己資本 

（出所）経済産業省資料より作成 

 

                                                  
19 「事業再構築計画」は、既存企業が中核事業への選択と集中を通じ、企業全体の生産性の向

上を図る計画である。「共同事業再編計画」は、過剰供給事業において、複数事業者が共同で事

業集約、縮小・廃止を通じ事業の効率性向上を図る計画である。「経営資源再活用計画」は、既

存企業において有効に活用されていない経営資源を活用して、当該事業分野の効率性向上を図る

計画である。 
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準20を満たせば、所管大臣の認定を受けることができるものである。 

 産業再生機構は、過剰債務企業の生産性の向上、財務の改善を支援する点で、

産業活力再生法と同様の目的を有することから、産業再生機構及び産業活力再

生法の支援措置を併用することにより、事業再生へ向けた相乗効果が期待され

ていた。このため、支援企業が産業活力再生法の認定申請を併せて行うケース

が多く、その約７割に当たる 29 件が産業活力再生法の支援策を活用した21。 

 この産業活力再生法に基づく計画について、製造業、流通業など経済産業省

の認定案件で計画終了時の実施状況が公表されているものは 13 件である（図表

11）。 

これらは、いずれも産業再生機構による支援案件であるが、このうち、生産

性の向上を示す数値目標を計画終了時点に達成できたのは２件で、目標には及

ばなかったものの数値が改善方向に向かったのが７件であった。また、計画に

基づく支援策を受けたにもかかわらず、数値が悪化したものが４件あった。 

 

５．金融機関における不良債権の処理状況 
 産業再生機構の目的には、「産業の再生」とともに「金融機関の不良債権処理

の促進による信用秩序の維持」が掲げられており、関係金融機関において不良

債権処理の促進が大きな課題となっていた。そこで産業再生の進展について、

過剰債務企業に対して融資を行っていた金融機関の側から不良債権の処理状況

を見ると、以下のとおりである。 

2002 年 10 月に金融庁がとりまとめた金融再生プログラムにおいては、2004

年度に主要行の不良債権比率を半分程度に低下させる目標が掲げられていた。

近年の不良債権の推移を見ると、2002 年３月期に 26 兆 7,820 億円あった主要

行22の不良債権残高（金融再生法開示債権）は、その後減少の一途をたどり、2005

年３月期には７兆 4,100 億円と約１/４に、2008 年３月期には３兆 7,660 億円と

６年間で約１/７となった。 

また、主要行の不良債権比率（総与信に占める不良債権の割合）も、この間

8.4％から 1.4％に低下し、不良債権処理がかなり進展したことがわかる。 

                                                  
20 「事業再構築計画」に係る生産性向上の認定基準は、計画終了時点で①自己資本当期純利益

率（ＲＯＥ）が２％ポイント以上向上、②有形固定資産回転率が５％以上向上、③従業員１人当

たり付加価値額が６％以上向上のいずれかである。また､「経営資源再活用計画」に係る生産性

向上の認定基準は、計画終了時点で①総資産減価償却費前営業利益率（修正ＲＯＡ）が２％ポイ

ント以上向上、②有形固定資産回転率が５％以上向上、③従業員１人当たり付加価値額が６％以

上向上のいずれかである。 
21 2003年４月以降の産業活力再生法の全体の認定件数は277件となっている（2008年９月末時点）。 
22 都市銀行及び信託銀行をいう。 
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一方、地域銀行23の不良債権残高は、2002 年３月期の 14 兆 8,220 億円から、

2005 年３月期に 10 兆 3,670 億円、2008 年３月期に７兆 5,460 億円と６年間で

１/２程度の減少にとどまっており、主要行ほど不良債権処理は進展していない。

地域銀行の不良債権比率は、この６年間で8.0％から3.7％へと半減したものの、

主要行とは２倍以上の開きがある。 

産業再生機構の支援案件について再生支援の申込みを行った金融機関の不良

債権比率を都市銀行４行と地方銀行９行に分けて見てみると、以下のとおりで

ある24。 

 

5-1．都市銀行 

産業再生機構に対し、支援対象事業者と連名で再生支援の申込みを行った都

市銀行は、三井住友銀行（７件）、ＵＦＪ銀行（６件）、りそな銀行（５件）、み

ずほ銀行（４件）、東京三菱銀行（１件）であった25。 

いずれの都市銀行も、不良債権比率については 2003 年３月期に５％以上の高

い数値を示していたが、その後徐々に低下し、2008 年３月期には、2003 年に事

実上国有化されたりそな銀行を除くと１％台にまで落ち着いている（図表12(1)）。 

 

5-2．地方銀行 

地方銀行で産業再生機構に対し、支援対象事業者と連名で再生支援の申込み

を行った銀行は、足利銀行（11 件）、宮崎銀行（２件）、北海道銀行、秋田銀行、

東邦銀行、千葉銀行、十六銀行、百五銀行、山陰合同銀行（各１件）であった。 

このうち栃木県の足利銀行は、2003 年９月期の中間決算で債務超過に陥

ったことを受けて一時国有化され、2004 年３月期の不良債権比率が 20.3％と

なっていたが、その後不良債権処理が進展し、2008 年３月期には、4.4％にまで

著しく低下している26。 

その他の地方銀行の不良債権比率については、2004 年３月期に６％以上の銀

行が多かったが、その後 2008 年３月期には、３～５％程度にまで低下している

（図表 12(2)）。都市銀行と比較すると、改善の程度に差があり、一部の地方銀

行にとって不良債権処理は課題として残っている。 

                                                  
23 地方銀行及び第二地方銀行をいう。 
24 金融機関については、対象事業者とともに再生支援の申込みをしたメインバンクの名称しか

公表されてないため、当該行を対象としている。 
25 東京三菱銀行とＵＦＪ銀行は、2006年１月に合併して三菱東京ＵＦＪ銀行となった。 
26 足利銀行は、2008年７月に預金保険機構が保有していた同行の全株式が野村グループの(株)

足利ホールディングスに譲渡されたことを受け、民間銀行として再スタートを切った。 
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図表 12 不良債権比率の推移 

 

（１）都市銀行 

 
 

（２）地方銀行 

 
（注）図示されていない足利銀行の2004年3月期の不良債権比率は20.3％である。 

（出所）各行公表資料、金融庁資料より作成 

 
このように各金融機関の不良債権処理が進展した背景には、景気回復により

企業収益が改善したことや不良債権を金融機関のバランスシートから取り除く

オフバランス化が進んだことによるところが大きい27。 

産業再生機構創設当時の2003年３月期の全国銀行不良債権残高が35兆3,390

億円であったのに対して、産業再生機構の支援案件全体の借入金総額は約４兆

円あったので、産業再生機構は、不良債権の１割程度について支援を行ったこ

                                                  
27 内閣府『2005 年度年次経済財政報告』（2005.7）51 頁 
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とになり、その取組が金融機関の不良債権処理にも一役買った形である28。ただ

し、この間、都市銀行の不良債権処理が相当程度進展したのに比べると、地方

銀行の歩みは遅く、いまだ道半ばといえよう。 

 
６．産業再生機構の実績に対する評価 

 産業再生機構のこれまでの活動実績については、次の４点を指摘することが

できる。 

第一に、企業の事業再生が一定の割合で進展したことである。産業再生機構

は支援対象案件の事業再生計画において、債権買取り、債権放棄などの金融支

援、事業再編（リストラ）を実行したことにより、支援決定当時に抱えていた

過剰債務を大幅に減少させることに成功した。 

その上で、再生計画を進めた結果、業績が順調に回復し、東京証券取引所第

２部上場を果たした(株)ミヤノや旺盛な鉄鋼需要を受けて堅調に利益を確保し

ている三井鉱山(株)など競争力を回復した企業が見受けられ、政府の関与によ

る早期事業再生の促進が図られたとされる。 

一方で、産業再生機構の支援終了後に破産した(株)アメックス協販や売上が

伸び悩む中、昨年倒産したダイア建設(株)については、産業再生機構解散後の

出来事とはいえ、事業再生が不調であったと言わざるをえず、依然として業績

不振が続いている経営再建途上の企業も多い。 

産業再生機構は、その期限を１年前倒しして解散したが、個別の案件では買

い取った対象企業の債権等をスポンサー企業へ譲渡することを急ぐ余り、事業

再生の軌道が乗る前にスポンサーに再生をゆだね、支援を終了した面もあった

のではないかと思われる。 

産業再生機構の取組は飽くまで一時的な緊急手術のようなものであり、不振

企業を一定の水準まで立ち直らせることには成功しても、すべての対象企業が

スポンサーの支援なしに自立できる水準にまで競争力を回復できたわけではな

い。 

第二に、産業再生機構解散時の損益がプラスになったことである。当初、支

援対象案件の事業再生計画が予定どおり進まず、法的整理等へ移行する場合も

懸念され、産業再生機構の解散時に債務超過となった場合、政府が補てんでき

                                                  
28 2003 年 3 月期の主要行不良債権残高 20 兆 2,440 億円に対して、産業再生機構による主要行

関連の支援案件全体の借入金総額は約３兆８千億円で約２割を占める。また、同期の地域銀行不

良債権残高 14 兆 6,600 億円に対して、地域銀行関連の支援案件全体の借入金総額は約２千億円

で２％程度を占める。 
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るよう産業再生機構法に規定されていた。しかし、実際には、再生可能性の高

い案件を支援対象とし、再生計画を勘案した適正な時価で金融機関から債権を

買取り、再生計画の実施等を行った結果、最終的な全体収支は黒字になったの

であり、評価に値する。 

ただし、支援した件数が 41 件にとどまり、比較的良好な案件を中心に手がけ

たとの見方もできよう。 

第三に、金融機関の不良債権処理が進展したことである。2002 年以降の景気

回復による企業収益の改善などの追い風もあり、金融機関の不良債権比率は大

幅に低下し、都市銀行を中心とした不良債権問題は正常化したとされる。前述

のように産業再生機構は、金融機関の債権買取り等を通じて、不良債権処理の

１割程度について貢献したといえる。 

 第四に、中小企業再生支援協議会との役割分担が不明確であったことである。

産業再生機構の支援対象は企業規模の大小を問わず、結果的に半数が中小企業

であった。 

産業再生機構による支援に加えて、経営不振に陥った中小企業に対しては、

既存の事業の改善を通じた事業再生を支援する中小企業再生支援協議会（各都

道府県に１か所、商工会議所等に設置、以下「協議会」という。）が 2003 年よ

り産業活力再生法に基づき設置され、中小企業からの相談に応じ、金融機関と

の調整など再生計画の策定を支援している29。 

協議会には、金融機関の有する債権の買取り、出資等の機能が無いものの、

産業再生機構が支援を行った中小企業については、協議会で十分対応できたの

ではないかとの指摘も聞かれる30。産業再生機構の対象は、当初、大企業・中堅

企業を念頭に置いていたとされるため、中小企業の再生支援は協議会にゆだね

て、産業再生機構は大企業・中堅企業を中心に支援すべきであったのではない

かと思われる。 

 

７．新たな事業再生の担い手 

産業再生機構は、大都市圏に本社がある大企業・中堅企業のみならず、地域

における中堅・中小企業についても支援を行った。産業再生機構の目的に地域

経済の再生が記されていたわけではないが、栃木県の温泉旅館・ホテルを始め

とする一部の地域における企業の再生支援を進めたことによって、地域経済の

                                                  
29 協議会への相談企業数は、全国の累計で１万 5,741 社（2008 年９月末時点）となり、このう

ち再生計画の策定支援が完了した企業が 1,906 社となっている。 
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再生について一定の役割を果たした。 

他方で、産業再生機構の支援対象は一部の地域に偏在し、支援案件の全くな

い地域も多くあった。また、大都市圏以外の多くの地域においては、依然とし

て経営困難な状況が続いている企業が存在しており、早急な事業再生が必要と

されている。 

このようなことを背景として、「株式会社地域力再生機構法案」が 2008 年２

月に国会に提出され、衆議院において継続審査となっている。同法案に規定さ

れている株式会社地域力再生機構（以下「地域力再生機構」という。）は、産業

再生機構の実績を踏まえて、地域経済の再建を目的に掲げる類似の組織を新た

に創設し、地域の中規模企業や第３セクターの事業再生を支援しようとするも

のである（図表 13）。 

 

図表 13 産業再生機構と他機関との比較 

 

 株式会社産業再生機構 中小企業再生支援協議会 株式会社地域力再生機構

根拠

法 

株式会社産業再生機構法

（平成 15 年法律第 27 号） 

産業活力再生特別措置法

（平成 11 年法律第 131 号）

株式会社地域力再生機構法

案（第 169 回国会閣法第 14

号） 

目的 

産業の再生、不良債権処理

の促進による信用秩序の維

持 

中小企業の事業再生を適切

に支援 

地域経済の再建、地域の信

用秩序の基盤強化 

期間 
2003 年 4 月～2007 年 3 月 

（法律上は 5 年間） 

2003 年 2 月～ 5 年間 

組織 
全国に 1 か所 各都道府県の商工会議所等

に 1 か所ずつ設置 

全国に 1 か所 

対象 

有用な経営資源を有しなが

ら過大な債務を負っている

事業者 

経営上の問題を抱えている

が、再生可能で事業再生意

欲のある中小企業 

地域経済において重要な役

割を果たしていながら過大

な債務を負っている事業者

主な 

業務 

・金融機関等が有する債権

の買取り等 

・資金の貸付け、資金の借

入れに係る債務保証、出

資等 

・相談又は助言 

・再生計画の策定支援 

・金融機関等との調整 

・金融機関等が有する債権

の買取り等 

・資金の貸付け、資金の借

入れに係る債務保証、出

資等 

（出所）各種資料より作成 

 

地域力再生機構をめぐっては、事業再生が、本来、民間主導で行われるべき

もので、民間のファンドなど事業再生市場がある程度発達してきている今日に

おいて政府関与で行う必要性や、協議会、整理回収機構、独立行政法人中小企

業基盤整備機構が出資する中小企業再生ファンドなどの機関が既に存在する中

で、中小企業の再生に当たって施策が重複する恐れがあることなどが指摘され
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ている31。 

 

おわりに 

 我が国経済は、2007 年 10 月をピークに景気後退期に入り、特に 2008 年９月

のリーマン・ブラザーズ証券の倒産をきっかけとした世界的な金融危機の影響

で、急速に景気が悪化している。 

世界的な消費低迷や急速な円高の進展により、好調であった自動車、電機産

業を始めとして、2009 年３月期の業績見通しを大幅に下方修正し、営業利益が

赤字予想となる企業が相次いでいる。とりわけ、中小企業においても景況感が

急速に悪化している。このため、業績不振に陥った企業に対する事業再生の必

要性は、今後一層増大することが予想される。 

我が国産業が再び競争力を回復するためには、前述の地域力再生機構に関す

る指摘に留意しながら、産業再生機構の経験をいかした地域力再生機構の活用

などについて検討を加えなければならない。 
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